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米国の在宅勤務の実施率
○ 米国の労働者を対象とした調査によると、新型コロナウイルス感染症の感染拡大後に、一度でも在宅勤務をした経
験がある者は57.9％、調査時点で在宅勤務をしている者は35.3％。

○ 在宅勤務をしている者の割合は、年収15万ドル以上で52.2％に対し、年収2-5万ドルでは27.5%に留まっており、
所得水準が高いほど、在宅勤務のベネフィットを受けていることが確認される。
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（注） 米国の20-64歳の男女に対して、2020年5月21-25日、6月30日-7月9日、8月21-28日、9月29日-10月2日、10月28日-11月3日にそれぞれ実施したアンケート
調査の結果。8月以外の回答数は2,500人、8月の回答は5,000人の計1万5,000人の回答を集計したもの。
“Currently (this week) what is your work status?”との問いに対する回答結果。

（出所）Jose Maria Barrero, Nicholas Bloom, Steven J. Davis “Why Working From Home Will Stick” （2020年12月）を基に作成。
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米国の在宅勤務の生産性
○ 米国の在宅勤務の実施者に対して、職場勤務と比較した在宅勤務の効率性を問うたところ、「職場勤務と同じ」と
の回答が43.5％、「在宅勤務の方が効率的」との回答が41.2％。

○ 米国では、「在宅勤務は職場勤務より効率性が下がる」という否定的な評価（スティグマ）が解消されつつある。
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（注） 米国の20-64歳の男女に対して、2020年8月21-28日、9月29日-10月2日、10月28日-11月3日、11月17-20日にそれぞれ実施したアンケート調査の結果。8月以
外の回答数は2,500人、8月の回答は5,000人の計1万人の回答を集計したもの。
“How does your efficiency working from home during the COVID-19 pandemic compare to your efficiency working on business premises 
before the pandemic?” との問いに対する回答結果。

（出所）Jose Maria Barrero, Nicholas Bloom, Steven J. Davis “Why Working From Home Will Stick” （2020年12月）を基に作成。
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米国の在宅勤務に関する投資
○ 米国の在宅勤務の実施者に対して、在宅勤務を実施するために行った物的投資（IT機器の導入やインフラ投資など）
の大きさを問うたところ、１人当たり平均660ドルだった。また、在宅勤務を実施するために行った人的投資（テレビ会
議ソフトの習得など）の大きさは、１人当たり13.7時間だった。

○ これらの投資を金額換算すると、2020年の米国GDPの1.2％に相当し、投資がサンクしているため、感染拡大収
束後も、米国では在宅勤務が定着する可能性が高い。
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（注） 米国の20-64歳の男女に対して、2020年5月21-25日、6月30日-7月9日、8月21-28日、9月29日-10月2日、10月28日-11月3日にそれぞれ実施したアンケート
調査の結果。8月以外の回答数は2,500人、8月の回答は5,000人の計1万5,000人の回答を集計したもの。
“How much money have you and your employer invested in equipment or infrastructure to help you work from home effectively --

computers, internet connection, furniture, etc.?” と“How many hours have you invested in learning how to work from home effectively 
(e.g., learning how to use video-conferencing software) and creating a suitable space to work?”との問いに対する回答結果。

（出所）Jose Maria Barrero, Nicholas Bloom, Steven J. Davis “Why Working From Home Will Stick” （2020年12月）を基に作成。
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日本の在宅勤務の生産性の低下要因
○ 在宅勤務の生産性が低くなる要因を問うたところ、対面での素早い情報交換ができない（38.5％）、パソコンや通
信回線などの設備が劣る（34.9%）、法令・社内ルールで自宅でできない仕事がある（33.1%）、法令・社内ルー
ル以外で自宅からではできない仕事がある（32.5％）との回答が多く、社内の働き方改革が進んでいないことによる
生産性低下の可能性が高い。
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（注） 日本の20-70代男女に対して2020年6月下旬に実施したアンケート調査の結果。（回答数は5,105人（うち雇用者は2,718人））
「在宅勤務の生産性を職場よりも低くする要因は何ですか。該当するものを全て選んでください。」との問いに対する回答結果。

（出所）MORIKAWA, Masayuki “Productivity of Working from Home during the COVID-19 Pandemic: Evidence from an Employee Survey” 
（2020年9月）を基に作成。
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日本のポストコロナにおける在宅勤務の実施意向
○ 日本企業に対し、労働者の在宅勤務の平均日数を問うたところ、最も多いときで、大企業（資本金1億円超）は

4.5日/週、中小企業（資本金1億円以下）では3.6日/週。
○ 在宅勤務を実施した者に対して、ポストコロナにおける在宅勤務の実施意向を問うたところ、「同じ頻度で在宅勤務
をしたい」との回答が48.1％、「少ない方が良いが在宅勤務をしたい」との回答が30.9％で、今の働き方のままでは、
必ずしも在宅勤務に積極的ではない。
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（注） 右図：日本の常時従業者50人以上の企業に対して2020年8-9月に実施したアンケート調査の結果。（回答数は1,579社）
「在宅勤務を行った従業者の在宅勤務日数は、最も多いときで週当たり平均何日程度でしたか」との問いに対する回答結果。

左図：日本の20-70代男女に対して2020年6月下旬に実施したアンケート調査の結果。（回答数は5,105人（うち雇用者は2,718人））
「新型コロナウイルス感染症が終息した後も在宅勤務をしたいと思いますか。」との問いに対する回答結果。

（出所）MORIKAWA, Masayuki “Productivity of Working from Home during the COVID-19 Pandemic: Evidence from an Employee Survey” 
（2020年9月）、森川正之「新型コロナと在宅勤務の生産性：企業サーベイに基づく概観」（2020年10月）を基に作成。
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東京都からの転出先

15（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2021年1月29日公表）を基に作成。

○ 2020年12月における東京都からの転出先を都道府県別にみると、神奈川26.6％、埼玉20.7％、千葉15.7%
と隣接県への転出が多い（「ドーナッツ現象」）。

東京都からの転出者数の都道府県別割合
（2020年12月）
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米国の上場企業の時価総額の変化
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○ 米国の上場企業の時価総額は、2020年1月末から2021年1月末にかけて、自動車・自動車部品（＋213%）、
オンライン・通信販売（＋79%）、電気設備（＋57%）、半導体・同製造装置（＋55%）、情報通信機器
（+50%）で増加。

○ 一方、エネルギー（▲21%）、宿泊（▲17%）、電気・ガス・水道（▲6%）、金融・保険（▲2%）、食品・飲料
製造（▲2%）で減少。

米国上場企業の時価総額の変化（2020年1月末-2021年1月末）

（注） 時価総額の伸び率上位5業種と下位5業種における変化率。
アルファベット（グーグルの持株会社）、フェイスブック、マイクロソフトは「情報通信」、アップルは「情報通信機器」、アマゾンは「オンライン・通信販売」、テスラは「自動車・自
動車部品」に属している。

（出所）Bloombergを基に作成。

時価総額
（1月末からの変化）

上場企業の動向
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日本の上場企業の時価総額の変化
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○ 日本の上場企業の時価総額は、2020年1月末から2021年1月末にかけて、半導体・同製造装置（＋51%）、
電気設備（＋44%）、オンライン・通信販売（＋34%）、ヘルスケア（＋33%）、電気機械器具（+27%）で増
加。

○ 一方、宿泊（▲24%）、陸運（▲21%）、不動産（▲17%）、繊維・アパレル（▲14%）、エネルギー
（▲14%）で減少。

東証一部上場企業の時価総額の変化（2020年1月末-2021年1月末）

（注） 時価総額の伸び率上位5業種と下位5業種における変化率。
（出所）Bloombergを基に作成。
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日本の消費支出の推移
○ 日本のクレジットカードの購買データによると、日本の消費支出は、2020年4月後半に前年同期比で▲26.4％ま
で減少した後、10月前半に▲0.8％まで回復したが、2021年1月前半には▲18.5％に減少。
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（注） 日本各地のJCBグループカード会員から、無作為抽出した100万会員のクレジットカード決済データを活用して作成した消費指数。
1人当たり消費金額の変化と消費者数の変化の双方を織り込んだ数値。

（出所）株式会社ナウキャスト、株式会社ジェーシービー「JCB消費NOW」を基に作成。

日本経済への影響
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日本の白物家電の国内出荷額の動き
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○ 白物家電の国内出荷額は、空気清浄機（+56.8%）、ホットプレート（+40.6%）、加湿器（+25.0%）、トース
ター（+18.8%）、除湿器（+12.0％）、電気温水器（+5.9%）、電気掃除機（+3.1%）、換気扇
（+1.6%）、食器洗い乾燥機（+1.0%）が増加。

2020年の白物家電の国内出荷額（2019年との差額）

（出所）一般社団法人 日本電機工業会 （JEMA）「民生用電気機器2020年12月度ならびに2020年（暦年）国内出荷実績」（2021年1月25日）を基に作成。
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日本の事業再構築の事例

（注） 全国の大企業、中小企業を対象としたアンケート調査（2021年1月5日-14日にインターネットでアンケートを実施）。
「具体的にどのような事業再構築を行っている、または考えていますか？」との質問への回答。

（出所）東京商工リサーチ「第12回新型コロナウイルスに関するアンケート調査」（2021年1月22日公表）を基に作成。

分野 業態 事業再構築の事例

飲食

酒場・ビヤホール

中華料理店

焼肉店

専門料理店

お取り寄せのネット通販の導入

ネット通販の実施

テイクアウト、デリバリー、通販

ゴーストレストラン（注）実店舗を持たずデリバリーやテイクアウトに特化した飲食店

娯楽
フィットネスクラブ

フィットネスクラブ

既存事業のオンラインによる商品化

ウェブ事業、保育事業への参入

生活関連サービス
美容

結婚式場

ECビジネスの拡充

抗菌事業への参入

宿泊 旅館・ホテル テイクアウト商品の開発

アパレル小売 婦人服小売 実店舗からEC店舗に重点を置く

広告 広告 自社ビルの一部をレンタル空間にリニューアル

事業再構築








